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テーマ 概要 目標/KPI・実績

企業倫理・ 
コンプライアンス

日立は、すべての役員・従業員の判断および行動のよりどころとなる「日立グループ企業倫理・行動規範」
に基づき、企業倫理・コンプライアンス全般を管掌する日立グループChief Compliance Officer（CCO）
のもと、グループ・グローバルでのコンプライアンス強化を目的とした「One Hitachiコンプライアンスプ
ログラム」を推進しています。具体的には、企業倫理・コンプライアンス文化の醸成に向けた研修の実施、
社内およびビジネスパートナーを対象としたリスクアセスメントの推進、日立グローバルコンプライアンス
ホットライン（内部通報制度）の拡充などに、グローバルで取り組んでいます。

倫理文化・倫理観に関する 
アセスメントスコア

2023年度目標： 基準スコア60点以上 
（100点満点）

2023年度実績： スコア76.5達成

贈収賄・ 
腐敗防止

日立は、従業員およびビジネスパートナーの贈収賄、キックバック等の腐敗行為や、米国の海外腐敗行為防止法（FCPA）をはじめ、近年厳格化している各国・
地域の贈収賄防止法令に反する行為を一切容認しない姿勢を明確にしており、社内教育の推進含め、贈収賄・腐敗防止に向けたさまざまな取り組みを推進
しています。

税務 
コンプライアンス

日立は、事業のグローバル化に伴う税務リスクに対応するため、CFO管轄のもと、四半期ごとに税務リスクの把握を行い、グループ全体で適切な税務ガバナ
ンスの構築を図っています。

企業倫理・コンプライアンス

経済のグローバル化に伴い、行政や経済の仕組み、取引慣行、価値観などが異なる国・地域を超えたボーダーレスな事業活動が活発化しています。日立は、企業倫理・コンプライアン
スは会社を支える基盤であると考え、公正で透明性の高い、誠実な経営を推進しており、従業員が最大限のパフォーマンスを発揮でき、一人一人が倫理的に行動できる風通しの良い環境づ
くりに取り組んでいます。

基本的な考え方



企業倫理・コンプライアンス

日立グループは、企業倫理・コンプライアンスは会社を支
える基盤であると考え、公正で透明性の高い、誠実な経営を
推進しています。従業員が最大限のパフォーマンスを発揮で
きるよう、一人一人が倫理的に行動できる風通しの良い環境
づくりに取り組んでいます。また、従業員のみならず、ビジ
ネスパートナーに対しても、法令遵守の徹底に加えて、「日立
グループ企業倫理・行動規範」および各種規則等への理解を
促進しています。万が一、法令や「日立グループ企業倫理・
行動規範」等への違反またはその疑いが発生した場合には、
適切な報告および対応がなされるように、「声を上げる」文化
の醸成に取り組んでいます。
日立は、企業理念、日立創業の精神、日立グループ・ビ

ジョンを体系化した「日立グループ・アイデンティティ」の
実践にあたり、グループ全体で企業倫理・コンプライアンス
に取り組むことが重要であると考えています。日立はグルー
プ・グローバルでのコンプライアンス強化を目的とした「One 

Hitachi コンプライアンスプログラム」の推進を通じて、従
業員一人一人が倫理観を持ち、誠実で公正に行動できる企業
文化を醸成しています。
さらに、バリューチェーン全体での企業倫理・コンプライア

ンスの徹底に向けて、調達パートナーに遵守していただきた
い行動規範として「日立グループ サステナブル調達ガイドラ
イン」を定め、法規制・倫理規程の遵守、さらには人権尊重
に対する日立のコミットメントへの理解促進を図っています。

日立は、企業倫理・コンプライアンス全般を管掌する
Chief Compliance Officerのもと、「One Hitachiコンプラ
イアンスプログラム」を推進し、グループ全体で企業倫理・
コンプライアンスの強化を図っています。コンプライアンス
の重要事項については、取締役会のメンバーである監査委員
（非業務執行取締役）に対してChief Compliance Officer

が定期的に報告を行っています。また、日本、アジア太平洋
（APAC）、欧州・中東・アフリカ（EMEA）および北米、イン
ド、南米に地域コンプライアンスマネージャーを設置していま
す。日立は地域コンプライアンスマネージャーを通じて、各
地域のビジネスユニット（BU）・グループ会社などに対してグ
ローバル・ローカルのコンプライアンスと規制要件への対応
を支援するとともに、グループ全体の連携を促進します。

日立は、グループ共通の「日立グループ企業倫理・行動規
範」を制定しています。毎年実施している企業倫理・コンプ
ライアンス研修をeラーニングで受講したすべての従業員は、
その遵守を誓約しています。
この行動規範には、「企業倫理」「利益相反」「公正で自由な
競争」「サステナビリティ」「人権」「多様性・個性の尊重」「コミュ
ニティへの貢献」など、幅広い事項に対する判断の拠り所や
取るべき行動が定められています。2023年3月には、世界
的な社会環境の変化に応じ、その期待に広く応えられる内容
とすることをめざして、全面的に改正を実施しました。この改
正に際して監査委員に対しその内容を報告しています。
「日立グループ企業倫理・行動規範」は、20以上の言語で
作成しています。日本語版、英語版を日立製作所のWebサイ
トに、またその他の言語についても日立製作所やグループ各
社のイントラネット等に掲載し、役員、従業員および関係する
すべてのステークホルダーへ共有しています。さらなる社会
環境の変化や法改正を踏まえ、その有効性を保てるよう、コ
ンプライアンス本部が主体となり、毎年レビューを行っていき
ます。

日立グループ企業倫理・行動規範

https://www.hitachi.co.jp/about/corporate/conduct/pdf/conduct.pdf

日立グループ サステナブル調達ガイドライン

https://www.hitachi.co.jp/procurement/csr/JP_HG_SPG.pdf

取締役会

監査委員へ定期報告

地域別
サポート

監査委員

Chief Compliance Of�cer

BU・グループ会社など 地域コンプライアンス
マネージャー
日本

APAC

EMEAおよび北米

インド

南米

倫理・コンプライアンス
責任者

コンプライアンス
マネージャー

コンプライアンス
業務担当者

公正で透明性の高い、誠実な経営の推進

日立グループ企業倫理・行動規範の遵守

企業倫理・コンプライアンス推進体制
考え方

方針

体制GRI 2-26／3-3

GRI 2-23／3-3

Note：日立では、調達先（いわゆるサプライヤー、ベンダー、プロバイダー等）を「対等な立場で一緒にビジネスをつくり上げるパートナー」に位置づけており、「調達パートナー」と表現しています。
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GRI 2-13／2-24／3-3



さらに、BU・世界各国のグループ会社などから選任され
た1,200人以上の倫理・コンプライアンス責任者、コンプラ
イアンスマネージャー、そしてコンプライアンス業務担当者
等が連携し、「One Hitachi コンプライアンスプログラム」の
効率的・効果的な推進に取り組んでいます。
それぞれの選任者は、各BU・グループ会社などにおける
従業員へのコンプライアンス教育の推進や従業員の相談窓口
としての役割を担うとともに、各社の不正や法令違反のリスク
について、各BU・グループ会社などの法務部門、または日
立製作所コンプライアンス本部へ報告し、必要に応じて調査
を実施します。
コンプライアンス本部は、倫理・コンプライアンス責任者、
コンプライアンスマネージャー、そしてコンプライアンス業務
担当者等との定期的な会議の場を設け、企業倫理・コンプラ
イアンスに関する最新動向や施策の進捗の共有を行うなど、
支援を行っています。

関である米国のEthisphereに委託して実施する企業倫理・コ
ンプライアンスに関する意識調査の結果をKPIとしており、目
標として初年度に基準スコア60以上（100点満点）、それ以降
毎年度スコアを向上することを掲げています。2023年6月に
第一回意識調査を実施した結果、スコアは76.5でした。今後
は、この結果の分析を進めるとともに、「One Hitachi コンプ
ライアンスプログラム」の継続的な改善を行っていきます。

企業倫理・コンプライアンス研修
日立は、「日立グループ企業倫理・行動規範」や社内規則

に基づく企業倫理・コンプライアンス研修を、すべての従業員
（派遣、パートを含む）を対象に毎年実施しています。eラー
ニングでの受講者は、研修の中で「日立グループ企業倫理・
行動規範」等の遵守を誓約します。

日立は、800社以上のグループ会社を含めたグローバル
全体での企業倫理文化を推進するための戦略を策定し、施策
を実行しています。具体的には、従業員一人一人が何が正し
い行動なのかを理解し、倫理的な決断を下すことをサポート
するガイドラインや資料を提供し、グループの方針や手続き、
法的要請に対応するための支援を行っています。

目標
日立は、従業員一人一人が倫理的に行動できる環境づくり、
ひいては企業倫理・コンプライアンス文化の構築に向けて取
り組みを推進しています。グローバル企業倫理の専門研究機

日立は従来、すべてのグループ会社に対して、概ね3年ご
とに贈収賄・腐敗防止、競争法遵守を含む包括的な企業倫
理・コンプライアンスのリスクアセスメントを実施し、重大な
リスクの管理・是正に向けた施策の有効性を検証し、改善を
要する事項が特定された場合には、適切な是正措置を講じて
きました。2023年度以降、各地域コンプライアンスマネー
ジャーが、担当する国・地域のグループ各社との連携を強化
して、グループ会社ごとにリスクアセスメントを実施し、各社
におけるリスクの把握とリスクに応じた施策の実施をサポート
していきます。

ビジネスパートナーに対するデュー・ディリジェンスの推進
日立は、ビジネスパートナーのコンプライアンス面の
デュー・ディリジェンスを行っています。具体的には、第三者
機関のリスク管理システムを活用し、新規に取引を開始しよう
とするビジネスパートナーの社会的信用性、贈収賄・腐敗な
どに関するレピュテーションリスク評価を実施しています。こ
れにより、法令違反・不正行為を行った企業、あるいは行う
可能性のある企業との取引を未然に防止し、公正で健全な
パートナーシップの構築を推進しています。
また、年に一度、すでに取引を実施しているビジネスパー

トナーを対象にしたスクリーニングを実施することにより、ビ
ジネスパートナーにおいて取引開始後に生じた懸念について
もチェックすることとしています。

目標 活動・実績

活動・実績

マテリアリティ

2022年度の取り組み
2022年度は、企業倫理、贈収賄防止、贈答品・旅
行・接待、マネーロンダリングの防止、不正行為、公
正競争、第三者の所有する情報、データ保護、利益
相反、内部通報の奨励と不利益取扱いの禁止、日立グ
ローバルコンプライアンスホットラインなどに関する研
修を通じて、コンプライアンス意識の強化を推進しまし
た。受講率は、グローバル全体で95.1%でした。また、
リスク分野の特定や、新たな研修実施の検討に活用す
るために、eラーニングでの研修受講者の地域や職種
別の理解度、研修の所要時間に対するデータ分析を実
施しました。さらに、日立製作所では「日立グループ企
業倫理・行動規範」の周知徹底を図るため、新入社員・
中途採用者・新任管理職向けコンプライアンス研修を
実施しました。

企業倫理・コンプライアンス文化の醸成

企業倫理・コンプライアンスのリスクアセスメントGovernance

コーポレートガバナンス
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GRI 205-1／205-2



日立は、企業倫理・コンプライアンス問題を早期に発見し
未然に防止するためには、通報者が通報によって不利益を被
ることなく問題提起や発言ができる「声を上げる」文化の醸
成が不可欠と考えています。
従業員が法令や「日立グループ企業倫理・行動規範」へ
の違反またはその疑いがある事項を発見した場合や、事業活
動全般に対して疑問を感じた際に、上長や関連部門（人財・
コンプライアンス・法務部門）、あるいは「日立グローバル
コンプライアンスホットライン」へ相談・通報するよう働きか
けています。

日立グローバルコンプライアンスホットラインは、第三者機
関が運営する内部通報システムであり、日立グループの従業
員、ビジネスパートナー（調達パートナーおよびコントラクター
を含む）、その他すべてのステークホルダーが利用することが
でき、24時間365日アクセス可能です。通報者が不利益な
扱いを受けることのないよう、法的な要請がない限り匿名で
の通報が可能であるとともに、寄せられたすべての情報の秘
密保持を徹底しています。
法令違反、「日立グループ企業倫理・行動規範」への違反、

ハラスメントを含む人権侵害等、不正の可能性があるすべて

の事項に対して、電話またはオンラインで相談・通報を受け
付けています。
電話窓口は、グローバル各地の日立の従業員その他すべて
のステークホルダーが、それぞれの母国語で相談・通報でき
るよう、50言語以上に対応しており、第三者機関の専門のト
レーニングを受けた相談員が応対します。また、オンライン
窓口は、セキュリティが確保されたインターネットポータルを
通じて相談を受け付けており、寄せられた情報は、ホットライ
ンを運営する第三者機関が厳重に管理しています。
ホットラインへ寄せられた相談・通報内容は、案件に応じて
専門知識のある担当者が解決に向けて適切に対応します。
守秘義務のもと、案件ごとに相談・通報内容の確認を進め、

さらなる調査が必要であると判断したものについては追加調

査を行い、その結果、コンプライアンス違反が確認された場
合は、対象者への指導や懲戒対応などの適切な是正措置を講
じます。
相談・通報案件の件数、傾向等については、四半期ごと

に、Chief Compliance Officerより監査委員に報告をし、
必要な指示を受けています。また、深刻な違反事案について
は、直ちにChief Compliance Officerに報告されます。

2022年度は、グループ・グローバルで計1,276件の相
談・通報がありました。

制度 活動・実績 日立グローバル
コンプライアンス
ホットライン

通報者

相談・通報
報告 監督

報告 監督

調査実施・回答
統計情報管理
取りまとめ

回答

監査委員

Chief Compliance Of�cer

コンプライアンス部門

P.103 グループ・グローバルのホットライン

Note：日立では、調達先（いわゆるサプライヤー、ベンダー、プロバイダー等）を「対等な立場で一緒にビジネスをつくり上げるパートナー」に位置づけており、「調達パートナー」と表現しています。

「声を上げる」文化の醸成

日立グローバルコンプライアンスホットライン 
（内部通報制度）

考え方 GRI 2-25／2-26

GRI 2-25／2-26／2-27

日立グローバルコンプライアンスホットライン

https://secure.ethicspoint.eu/domain/media/ja/gui/109107/index.html

 相談・通報体制図
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2022年度の取り組み
日立は、2022年度より、グローバルでのビジネス
パートナーとの取引開始・更新時における取引先審
査のレベル向上・平準化と記録の維持を目的として、
外部のサービスプロバイダを活用し、新たなプラット
フォームを導入するとともに、社内ではグローバルコン
プライアンスチームに専門のデュー・ディリジェンスア
ナリストを複数名配置するなど、審査および調査レポー
ト作成を行える体制の構築を進めています。

 2022年度の相談・通報内容の内訳

分類
1

労務関連
（労務管理、旅費、交通費等）

2
ハラスメント
関連

3
財務・経理
関連

4
調達
関連

5
競争法
関連

6
贈収賄
関連

7
その他 合計

相談・通報が
寄せられた
地域

米州 87 125 4 6 1 5 115 343

欧州
（CIS含む） 63 52 4 4 0 3 76 202

中東・
北アフリカ 13 15 1 0 0 2 28 59

サブサハラ 1 1 0 2 0 0 0 4

APAC
（日本除く） 47 55 9 13 1 19 96 240

日本 83 209 16 4 0 2 114 428

合計 294 457 34 29 2 31 429 1,276

限を示しているほか、ファシリテーション・ペイメントの禁止
や取引先審査手続なども定めています。
さらに、腐敗行為のリスクを管理するための取り組みとし
て、 （1） 贈答品・旅行・接待の提供・収受、（2） ビジネス
パートナーの起用、（3） 寄付・政治献金、（4） 事業買収・合
弁事業・その他投融資の取引形態ごとに事前審査の手順を定
め、実施しています。その際、トランスペアレンシー・イン
ターナショナルが毎年公表している腐敗認識指数（CPI）のス
コア等に応じて、国・地域別の腐敗行為リスクを審査の過程
で考慮しています。

日立は、従業員およびビジネスパートナーの贈収賄、
キックバック等の腐敗行為や、米国の海外腐敗行為防止法
（FCPA）をはじめ、各国・地域の贈収賄防止法令に反する行
為を一切容認しない姿勢を明確にしています。
「日立グループ企業倫理・行動規範」、「日立グループ贈収
賄・腐敗防止規則」に加えて、贈答品・旅行・接待の提供・
収受、寄付・政治献金、利益相反、取引先審査手続きに関
連する規程やガイドラインを整備しています。役員および従
業員は、接待または贈答品を提供・収受する場合や、寄付ま
たは政治資金の提供（政治寄付）を行う場合は、贈収賄防止
関連法令により認められた範囲を超えてはならず、日立の内
部規則を遵守しなければならないことを定めています。また、
公務員への接待、贈答などについて具体的な金額や回数の上

方針 活動・実績

贈収賄・腐敗防止
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日立は、「法と正しい企業倫理に基づいた行動」「公正で自由
な競争」を事業活動の基本に掲げています。また、「日立グ
ループ企業倫理・行動規範」、「日立グループ競争法遵守規
則」に加え、これに関連した運用基準を定めています。2021

年度には、カルテル行為防止のためのガイドラインを改定し、

改定後のガイドラインに基づく様式を整備しています。

競争法違反防止に向けた啓発活動
日立は、贈収賄・腐敗防止の取り組みと同様に、毎年実
施している企業倫理・コンプライアンス研修の中で、主要
テーマの一つとして競争法遵守を取り上げているとともに、
関連する規則、運用基準の徹底に努めています。また、グ
ローバルで競争者との接触に関連する基準を海外向けにも
作成し、実務上の注意点を周知しています。

日立は、反社会的勢力との一切の関係を遮断するため、あ
らゆる不当要求や不正な取引を拒否し、決して反社会的取引
を行わないことを「日立グループマネーロンダリングおよび
反社会的取引防止規則」に明記しています。
新規・既存のすべての取引先について定期的に適格性の
審査を行うとともに、万が一、取引開始後に相手方が反社
会的勢力であると判明した場合に備えて、日本では取引契約
書に暴力団排除条項を入れるなどの対策を行っています。ま
た、外部専門機関（全国暴力追放運動推進センターや警察な
ど）と連携しながら、反社会的勢力による接近の排除に努め
ています。
さらに、2020年度には規則を改定し、反社会的取引防止

に加えて、マネーロンダリングの防止にかかわる規程を制定
しています。これらの規程は、国内外のマネーロンダリング
およびその他の違法な活動に従事している者とのつながりを
許さない日立の姿勢を明確に示しています。具体的には、リ
スクベースアプローチに基づき、各国制裁リストの該非や支
払い詳細の確認など、ビジネスパートナーに対するデュー・

ディリジェンスを実施するとともに、マネーロンダリングやテ
ロ資金供与を禁止する契約条項を取引契約書に入れるなどの
対策を行っています。

日立は、国際的な平和および安全の維持のため、グローバ
ルで輸出入に関する法令を遵守し、内部規程に従って適切な
管理を行うことを輸出管理の基本方針としています。この基
本方針に則って日立製作所では「安全保障輸出管理規則」を
制定し、すべての輸出貨物・技術について、輸出先の国と地
域、顧客、用途を審査した上で、法令に基づいて厳格な輸出
管理を行っています。また、グループ会社にもこの方針に則っ
て当該国・地域などの法令に基づいて輸出管理を行うよう、
規則制定や体制整備を指導するとともに、教育などによりそ
の活動を支援しています。
さらに、日立グループ内の研修プログラムとして、輸出管
理に関する講座やeラーニングを実施しており、基礎eラーニ
ングは14言語、実務者向けのeラーニングは日本語と英語で
実施し、日立グループ全体で輸出管理が徹底されるよう取り
組んでいます。

贈収賄・腐敗防止の啓発活動
日立は、毎年実施している企業倫理・コンプライアンス研
修の中で、主要テーマの一つとして贈収賄・腐敗防止を取り
上げています。同研修では、贈収賄・腐敗防止の徹底の観
点から、贈答品・旅行・接待についても、より具体的な内容
を盛り込んでいます。2022年度は331,525人の従業員が贈
収賄・腐敗防止に関する研修を受講しました。また、贈収賄・
腐敗防止に関するグループ共通の教材をイントラネットに掲載
し、各グループ会社で活用できるようにしています。
さらに、国連が定める12月9日の国際腐敗防止デーに合わ
せ、グループ・グローバルで腐敗防止を徹底するために、社
員向けニュースサイトを通じて「日立グループ企業倫理・行
動規範」および「日立グループ贈収賄・腐敗防止規則」の確
認などを呼びかけました。
日立グループ各社の倫理・コンプライアンス責任者、コン
プライアンスマネージャー、そしてコンプライアンス業務担当
者等を対象に定期的に実施している会議の場で、米国司法省
による贈収賄・腐敗などの企業犯罪に対する最新の取締方針
などを共有することで、倫理・コンプライアンス責任者・コ
ンプライアンスマネージャー・コンプライアンス業務担当者
等の知識を深めるとともに、日立グループのコンプライアン
スプログラムの根拠と方向性を確認しています。

方針

考え方

考え方

活動・実績

活動・実績

活動・実績

競争法遵守

反社会的取引およびマネーロンダリングの防止
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日立は、グループ全体で遵守すべき税務関連の規程に従
い、グローバル化に伴う税務リスクに対応した管理を実施して
います。例えば、各国税務当局からの指摘、税務訴訟などの
状況を把握し、共有することで法令の遵守、リスクマネジメン
トの強化を図っています。
日本では、当社の税務申告および税務調査の結果をCFO

に報告し、適切な税務報告の実施、不正の防止に継続的に取
り組んでいます。なお、税務申告にあたっては、タックスヘイ
ブン対策税制の適用有無を判定し、当該税制の対象となる場
合には適正に反映して、適切な納税を行うよう努めています。
また、移転価格管理に関するルールに従い、OECD移転
価格ガイドラインやグループ各社の所在国・地域の移転価格
税制などに基づいた移転価格の管理を実施しています。

2023年3月期の法人所得税の支払は、1,708億円＊1（日
本 :64%、海外 :36%＊2）でした。

ステークホルダーとの協働／エンゲージメント
日立は、税務当局に対する誠実な対応を通した信頼関係の
構築、税務リスク低減のための外部税務アドバイザーへの相
談等を通した適切な税務処理の検討に引き続き努めていきま
す。また、業界団体を通じて経済界と協調し、日本企業の国
際競争力の強化に貢献する実行可能な税制改正要望にも積極
的に取り組んでいます。

2022年度に贈収賄、競争法および輸出管理に関して当局
からの訴追や制裁を科されるような案件は発生しませんでし
た。なお、税務コンプライアンスについては、各国・地域で
の法規制に従って対応しており、重大な法規制への違反に対
する罰金および罰金以外の制裁措置は受けませんでした。

＊1  OECD（Organisation for Economic Co-operation and Development）：
経済協力開発機構

＊2 BEPS（Base Erosion and Profit Shifting）：税源浸食と利益移転

＊1 連結キャッシュ・フロー計算書「法人所得税の支払」より掲載
＊2 税務当局に提出している国別報告書に基づく割合より掲載

日立は、各国税務当局からの指摘や税務訴訟など、事業の
グローバル化に伴う税務リスクに対応するため、CFO管轄の
もと、四半期ごとに税務リスクの把握を行い、グループ全体
で適切な税務ガバナンスの構築を図っています。
具体的には、下記事項を目的に掲げた税務関連の規程を制
定し、税務管理（税の申告、納税、税務調査対応、税務リス
クマネジメント）およびその他税務に関する事項を扱うすべて
の従業員に遵守を徹底すべく、周知しています。

1.  グループ各社は、OECD＊1移転価格ガイドライン、
BEPS＊2行動計画などの税務の国際基準を十分に斟酌
（しんしゃく）し、事業活動にかかわるすべての法令を
遵守して、税務管理を遂行する

2.  グループ各社は、社会的に責任ある組織として効率的、
継続的、積極的に税務管理し、日立ブランドの価値を守
り、株主価値を最大化することに努める

3.  グループ各社は、事業活動地域における税務当局と誠
実で良好な協力関係を構築し、維持、発展させることに
努める

また、当該規程に基づき、グループ各社が国外関連者と
の取引にかかわる移転価格に関する潜在的な課税リスクの把
握・軽減を図るとともに、コンプライアンスの遵守に資するこ
とを目的として、移転価格管理に関するルールを制定し、上
記同様に遵守すべく、周知しています。

考え方 活動・実績活動・実績

税務コンプライアンスへの考え方 法令違反について税務コンプライアンスの取り組み
GRI 207-1／207-2／207-3／207-4 GRI 205-3／206-1
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